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差 引 92.61７８．０１５５．２１６３．０１３２．２ 
地籍調査事業費
定時制夜間給食費
０．１ 
０．１ 
０．３ 
０．１ 
0.3 
0.1 
0.2 0.4 
0.1 
経常経費影響額合計 417.11665.01686.71683.91553.5 
投資的経費
投資的経費影響額合計
臨時財政特例債
326.2 
326.1 
270.2 
270.2 
358.0 
358.0 
199.0 
198.4 
255.8 
256.3 
削減による影響額総計’616.11920.811,012.91954.２１９１１．６
(出所）室蘭市財政部財政課「補助率削減による影響額と補填措置状況」より作
成。
(注）削減による影響額には交付税算入額は含まれていない。
1989年度（平成元年度）は予算額で，1985～88年度は決算額である。
構造不況地域の地方財政問題
表２１地方債残高の内訳（室蘭市）
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(単位：億円，％）
1983年’1984年’1985年’1986年’1987年
1．減収補填債，財源対策債，
調整債，臨時財政特例債，特
定資金公共事業債
2．転貸資金債（フェリー貸付金債，ウタリ住宅貸付金債
等）
3．退職手当債
１
４
０
０
８
３
 
■
■
■
 
■ 
７
９
７
２
７
２
３
６
 
６
１
 
６
７
 
２
 
２
５
８
８
 
２
３
 
■
■
■
■
 
■
■
■
 
９
９
９
２
２
３
４
４
 
６
１
 
１
 
６
７
 
２
 
７１．０ 
(19.8） 
１２．８ 
（３．６） 
１５．７ 
（４．４） 
259.7 
(72.3） 
７５．０ 
(20.6） 
１７．０ 
（４．７） 
１７．７ 
（４．９） 
254.3 
(69.9） 
７９．８ 
(21.9） 
１８．６ 
（５．１） 
２２．４ 
（６．２） 
243.4 
(66.8） 
4．その他建設事業伎
(i;::)|(ｉｉｉI)|(i:::)|(iii::)|(ｉｉｉｉｉ） 合 計
(出所）室蘭市財政部財政課『室蘭市の財政概況』昭和63年12月，２４頁。
この点について表21を使って再確認してみよう。この表から地方債残高の
構成比の変化を見ると，①税収の伸び悩永の中で職員の年齢構成が上がっ
ているために退職手当債の伸びが著しく，②道ほどではないが２臨時財政
特例債等の地方交付税の裏負担がつく地方債が伸びており，③転貸資金債
のように税の糸で元利償還せずにすみ，かつ公債費比率を高めないような
地方債が伸びており，④そして，これらとは対照的に，その他建設事業債
の残高は着実に減少している。
少なくとも室蘭市を見るかぎり，国庫補助率削減分を建設地方債に振替
える方式は，地方債残高が累積している状況の下では，起債制限を回避す
るために単独事業を自己抑制させてゆく効果を持っている｡,行革審の提言
を契機にして，＜地方分権化による東京一極集中の是正＞とく内需喚起の
ための社会資本整備＞という２つの政策目的を追求するために地方単独事
業の拡大が追求されているが，国庫補助率削減政策とは両立しない側面を
もっている。こうした政策を追求できるのは，せいぜい地方中核都市だけ
であり，経済衰退に直面している地域は，むしろ逆にその自己抑制を強い
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られていると言ってよいであろう。もちろん公債費負担適正化促進措置等
によって，特別交付税で弱小市町村の起債の弾力化が図られているが，先
述したように，それはさまざまな問題点を持っている。
最後に，1988年の国民健康保険制度の見直しの影響についてふれておか
ねばならない。周知のように，国民健康保険制度の国庫負担を軽減するた
めに，１９８３年老人保健法による老人保健医療事業会計の分離独立と１９８４
年退職者医療制度の創設がなされ，それによって老人医療は各医療保険か
ら分離ざれ共同負担してゆく制度に改められた。この制度改正の上に立っ
て，1988年に国民健康保険制度の見直しが図られ，地方負担が導入され
た。この制度改正の要点を列挙すると，つぎの４点となる。
①地域医療適正化プログラムの導入……厚生大臣の指定する市町村
（全国的に見て１人当たり医療費水準が著しく高い地域）は，医療費
抑制計画＝安定化計画を作成し，1990年度以降，基準を越える基準超
過費用額のうち超過率３％以内の額については，国・都道府県・市町
村が各1/6ずつを負担する。
②保険基盤安定制度……低所得者の軽減保険料に係る額を，国の１/２
負担に代えて，国が1/２，都道府県・市町村が各1/4ずつを負担するこ
ととする。
③高額医療費共同事業……各都道府県単位に市町村が国保連合会に拠
出金をプールし，その拠出金で一定額以上の高額医療を助成する。
④国保の老人保健医療費拠出金に対する国庫負担率を医療費ベースで
３８５％から35％に引下げる（平均給付率を79％と想定すると，拠出金
に対する国庫補助率は56.4％から52.5％に下がる)。
こうした制度改正によって生ずる影響額は，1988年度でゑると，基準超過
費用額に対する負担推計がないので地域医療適正化プログラムの導入によ
って生ずる地方負担は不明であるが，①保険基盤安定制度については，道
が15億9,119万円，市町村が15億9,119万円（室蘭市は約3,546万円)，②高
額医療費共同事業については，道が９億1,700万円，③老人保健医療費拠
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出金に対する国庫負担率の変更については，市町村で27億円（推計）と見
積もられた。この地方負担も，国庫補助率削減の場合と同様に，さしあた
り交付税特例加算と調整債で手当される。
影響額の規模を見ると，道レベルでは大きくないが，予算規模が小さい
市町村レベルでは決して小さくはない。当面，交付税への加算は繰り延べ
られており，しかもこれが恒久化されて実際に地方負担が実施された時に
は，深刻な影響が出る可能性がある。特に経済衰退に直面する地域ほど，
老齢者・年金生活者，失業者や低所得者の比重が高く，また出稼ぎ労働者
のように国保の二重払いをしている者も多いからである。先に見たよう
に，室蘭市でも，国保会計の赤字はすでに23億円（1989年度）にのぼって
おり，普通会計から国保会計へ３億円，老人保健会計に３億７千万円が繰
り入れられている（表１２参照)。老人保健法や退職者医療制度の発足は制
度間格差の是正と国庫負担の軽減をもたらしたが，この1988年の地方負担
の導入は，かえって地方財政の地域間格差を顕在化させる可能性をもって
いるのである。
Ｖ小括
オイル・ショックによって構造不況にみまわれた地域では，地方税収の
落ち込糸と地方債の累積・公債費の増大に伴って，構造的な地方財政の悪
化が生じている。構造不況に直面する市町村レベルにまで下りて承ると，
長期的な財政ストレスが足かせとなって，経済衰退をはね返すために取り
得る政策手段は，非常に限定されてしまっていることがわかる。結局，一
時救済的な国庫補助金・助成金をいかにコーディネイトするかという点に
地域雇用政策の手段を絞らざるをえない。
こうした状況の下で，先に見たように，1985年から国庫補助率削減政策
がとられてきた。それは特定補助金の補助率削減分の一部を一般補助金で
ある地方交付税に組承替え，また他を地方債に振替えて，その元利償還費
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を地方交付税の基準財政需要額に算入するという回り道によって実現され
てきた。このような政策は，地方交付税を中心とする現行地方財政制度の
枠組の維持を前提として，財政再建（とりわけ国庫補助率の削減）と内需
喚起政策という相矛盾する政策課題を実行しようとしたためにとられた便
法である。英米諸国において，同様に補助金のブロック化や一般補助金化
が追求されながら，大胆な制度変更によって補助金水準の全体的縮減と投
資的経費（したがって地方債）の大幅な削減が実現されたのとは好対照を
なしている。
しかし，そこで展開されているく地方自治強化論＞は，ある意味で共通
している。冒頭で述べたように，ここではく地方自治強化＞には２つの意
味が付与されている。１つは，地方分権化とりわけ地方自主財源の強化と
地方単独事業の増加によって，東京一極集中＝地域格差の是正を実現する
という論理であり，いま１つは，地方分権化が歳出の合理化＝効率化を促
すという論理である。だが，これまで見てきたように，この間の事態は，
公平（地域間格差の是正）と効率性（地方行革）の両立，あるいは地方分
権化と地域格差の是正との両立がいかに困難であるかを改めて示してい
る。先述したように，こうした迂回的措置は地方行政財政制度にさまざま
な歪糸をもたらしている。またこうした措置は，機能的にゑても，短期的
には地域間の財源再調整的効果を持つが，中長期的には地方債の累積を通
じて逆の効果をもたらしている。多極分散型国士構想との関連で言えば，
こうした政策は，－極集中現象の底辺に位置し経済衰退に直面する財政力
の弱い地方団体をスポイルさせてゆく可能性をもっているのである。もち
ろん先に述べたように，自治省は市町村に対する公債費負担適正化促進措
置によって，このような事態の回避に努めているが，結果的に見れば，便
法の上に便法を重ねる形になっており，地方財政制度に一層の歪永をもた
らしていると考えられる。
だが地方団体側にも懸念される点がある。特に室蘭市のケースに限って
言えば，景気の回復と三菱製鋼誘致の発表とともに危機感が去り，この間
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積糸重ねられてきた政策努力を長期的な構造改善に結びつけてゆく営承
が，次第に後景に退いているからである。むしろ今こそ中長期的な施策を
本格的に検討する時期に来ているといってよいのではないだろうか。
注
(1)新日鉄の合理化過程，地域の労働市場と雇用問題，地場産業と進出企業，労
働組合と地域運動などについては他の調査メンバーが報告を作成するので，筆
者は極力，財政問題にしぼって検討する。
(2)経済企画庁調査局『昭和63年地域経済レポートー構造調整の進展する地域
経済』大蔵省印刷局，107-8頁。
(3)北海道庁企画振興部経済調査室『最近の経済動向』。
(4)経済企画庁調査局『平成３年地域経済レポート」大蔵省印刷局，52-53頁。
(5)室蘭市財政部での聞き取りに基づく。ただし各企業毎の納税額については不
明である。
(6)室蘭市財政部財政課『室蘭市の財政概況』昭和63年12月，14-18頁。
(7)前掲資料，１７頁。
(8)前掲資料，18-19頁。
(9)もちろん「周辺」テクノポリスも多くの問題点を抱えている。この点につい
ては，金沢史男「転機に立つテクノポリス政策と地方行財政」上原信博編箸
『先端産業と地域開発一円高・地域経済の空洞化と浜松テクノポリスー」御茶
の水書房，1988年所収，同「『周辺」テクノポリス事業の構造と地方財政一秋
田・富山を素材として－」静岡大学『法経研究』第36巻４号，1988年２月参
照。
(１０遠藤安彦「平成元年度の国の予算と地方財政対策」『地方財政』第28巻２号，
1989年２月参照。
(11）湊和夫「平成３年度の国の予算と地方財政対策」『地方財政』第30巻２号，
1991年２月参照。
(12）持田信樹「地方交付税制度の構造と機能」東京都立大学『経済と経済学」第
６５号，1990年，Ⅳ参照。
⑬起債制限比率は,」三三吉;圭壽)…年平均として求められるあな
承にＡは，当該年度の元利償還金から繰上償還金を除いたもの，ＢはＡに充当
された特定財源，ｃは普通交付税の算定において，災害復旧費・辺地対策事業
債償還費・過疎債償還費・地域改善対策事業債償還費・減収補填債償還費・地
域財政特例対策債償還費・臨時財政特例債償還費・財源対策債償還費など１こつ
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